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(57)【要約】
【課題】筐体内に内蔵されるアンテナのアンテナ特性を
大きく劣化させることなく、薄型化が可能な携帯無線機
を提供する。
【解決手段】絶縁材料からなるシート状体３１の一方の
面側に備える複数のキー部材１０～１２を筐体２の開口
部２ｆより露出させるように筐体２内に配置すると共に
、キー部材１０～１２とシート状体３１との間に金属製
のフレーム部材４１を備えたキーシート部材２９と、シ
ート状体３１の他方の面側にキー部材１０～１２に対向
して配置されるキースイッチ２７と、シート状体３１の
他方の面側であってキー部材１０～１２に対向する筐体
２内に配置されるアンテナ２３とを備えた携帯電話機Ｋ
であって、フレーム部材４１には、アンテナ２３と対向
する部位に切り欠き部４３を形成し、シート状体３１の
切り欠き部４３に対向する部位を厚肉に形成する。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
開口部を有する筐体と、絶縁材料からなるシート状体の一方の面側に配置される複数のキ
ー部材を前記筐体の開口部より露出させるように前記筐体内に配置すると共に、前記複数
のキー部材と前記シート状体との間に金属材料からなるフレーム部材を備えたキーシート
部材と、前記シート状体の他方の面側に対向して前記筐体内に配置されると共に、前記キ
ー部材の押下により動作するキースイッチと、前記シート状体の他方の面側であって前記
キー部材に対向する前記筐体内に配置されるアンテナとを有し、前記フレーム部材は、前
記アンテナと対向する部位に切り欠き部を備えると共に、前記シート状体のうち前記切り
欠き部に対向する部位が肉厚に形成されていることを特徴とする携帯無線機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯電話機、無線機能を備えたＰＤＡ（Personal Digital Assistants）や
携帯型パーソナルコンピュータ等の携帯無線機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話機、無線機能を備えたＰＤＡ（Personal Digital Assistants）や携帯型パー
ソナルコンピュータ等の携帯無線機においては、入力部として複数のキーを備えたものが
ある。このようなキーは、通常、樹脂等の絶縁材料によって形成されたキーシート部材の
一方の面側に配置されたキー部材が、携帯無線機の筐体に形成された開口部から外部に向
けて露出されることによって構成されている。そして、筐体の内部には、キー部材の押下
によって動作されるキースイッチが配置されており、操作者がキー部材を押下することに
よってキースイッチが動作するようになっている（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　ところで、このようなキーを備える携帯無線機においては、キー部材に対して、操作者
が意図的にキー部材を引っ張り出す行為や落下衝撃等によって外力が加わる場合がある。
このような外力が加わった場合には、キーシート部材が撓む等の原因により、キー部材が
浮いてくる恐れがあるため、携帯無線機ではその対策を行う必要がある。特に、異なるキ
ー部材同士が隣接して配置され、異なるキー部材同士の間に枠部等が存在しない、いわゆ
るフレームレスキー構造を採用する携帯無線機では、強度の高い筐体によるキーシート部
材の支持力が弱くキー部材が浮き易く、所定の配置位置に対してずれた状態となってしま
う恐れが高い。
【０００４】
　このため、従来の携帯無線機においては、キーシート部材に対して強度が高く変形し難
い樹脂製のフレーム部材を一体的に配置することによって構成されるベース部に、上述の
キー部材を配置している。このようなベース部は、キーシート部材単体よりも強度が高い
ため、外力が加わった場合であっても、キー部材が浮いてくることを防止することができ
る。
【０００５】
　一方、携帯無線機は、アンテナを筐体内部から外部へ引き伸ばす構造となっており、若
干のスペースは必要とするものの、アンテナ主要部は外部へ露出していることから、内部
部品によるそのアンテナへの影響は少なく、従って、逆にアンテナによる筐体内部への制
約的影響もそれほど存在しなかった。
【０００６】
　ところが、近年、携帯無線機の小型化や携帯性の向上を目的として、内蔵アンテナが多
く使われるようになってきている。例えば、特許文献２においては、内蔵アンテナである
チップアンテナをフレキシブル基板に設け、さらにこのフレキシブル基板をシールドケー
スに固定したものが開示されている。
【特許文献１】特開２００３－２８３１７６号公報
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【特許文献２】特開２０００－１３４０２０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、ベース部に樹脂製のフレーム部材を用いた場合、ベース部の強度を十分
に高めようとするとその厚みを厚くする必要があり、ベース部自体の厚みが厚くなってし
まう。このため、特に薄型化が要望される携帯電話機等の携帯無線機においては、フレー
ム部材の厚みが機器の薄型化を妨げる原因となってしまう。
【０００８】
　しかも、樹脂製のフレーム部材を用いたとしても反り等の変形が生じる場合があり、樹
脂製のフレーム部材を有するベース部を用いた場合であっても、キー部材が浮いてしまう
恐れがあった。
【０００９】
　また、従来の携帯無線機にあっては、アンテナを内蔵することに伴い、このアンテナ周
辺に金属の他部材がある場合は、その他部材の金属によりアンテナの無線通信機能が阻害
され、また、このことを避けることができるような位置にアンテナを内蔵しようとすると
通信機器が大型化するので、筐体内にアンテナの配置スペースを確保することが容易では
ないという問題があった。
【００１０】
　本発明は、上述する課題に鑑みてなされたもので、筐体内に内蔵されるアンテナのアン
テナ特性を大きく劣化させることなく、薄型化が可能な携帯無線機を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　即ち、本発明の携帯無線機は、開口部を有する筐体と、絶縁材料からなるシート状体の
一方の面側に配置されるキー部材を前記筐体の開口部より露出させるように前記筐体内に
配置すると共に、前記キー部材と前記シート状体との間に導電性を有するフレーム部材を
備えたキーシート部材と、前記シート状体の他方の面側に対向して前記筐体内に配置され
ると共に、前記キー部材の押下により動作するキースイッチと、前記シート状体の他方の
面側であって前記キー部材と対向する前記筐体内に配置されるアンテナとを有し、前記フ
レーム部材は、前記アンテナと対向する部位に切り欠き部を備えると共に、前記シート状
体のうち前記切り欠き部に対向する部位が肉厚に形成されていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、筐体内に内蔵されるアンテナのアンテナ特性を大きく劣化させること
なく、薄型化が可能な携帯無線機を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　図１から図５は本発明に係る一実施形態を示しており、ここで説明する実施の形態は、
この発明を携帯電話機に適用した場合のものである。
【００１４】
　図１に示すように、この実施の形態に係る携帯電話機（携帯無線機）Ｋは、略矩形板状
をした第１の筐体１と、この第１の筐体１の厚さ方向に重ね合わせ可能な略矩形板状をし
た第２の筐体２と、これら２つの筐体１，２を相互に折り畳み自在に連結するヒンジ部３
とを備えている。なお、ヒンジ部３は、２つの筐体１，２の各基端部１ａ，２ａ同士を連
結するように配されている。
【００１５】
　第２の筐体２の内部には、各種情報を表示する表示面を有するＬＣＤ（Liquid Crystal
 Display）、有機ＥＬ（Electro Luminescence）ディスプレイ、無機ＥＬディスプレイ等
の表示部４及び通話用のスピーカ部５が設けられている。表示部４の表示面は、２つの筐
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体１，２を相互に重ね合わせた状態において第２の筐体２に対向する第１の筐体１の対向
面１ｃ側に露出している。
【００１６】
　スピーカ部５は、基端部１ａとは反対側に位置する第１の筐体１の先端部１ｂに配され
ており、第１の筐体１の対向面１ｃから第１の筐体１の内部空間に貫通する孔１ｄを介し
て外方に露出している。
【００１７】
　第２の筐体２の内部には、テンキー、カーソルキー、通話キーや終話キー等のファンク
ションキー等の各種押下操作可能な複数のキー部材１０～１４を備えたキー操作部１５及
び通話用のマイクロフォン部６が設けられている。キー操作部１５の各キー部材１０～１
４は、２つの筐体１，２を相互に重ね合わせた状態において第１の筐体１に対向する第２
の筐体２の対向面２ｃに形成された開口部１２から外方に露出している。
【００１８】
　マイクロフォン部６は、基端部２ａとは反対側に位置する第２の筐体２の先端部２ｂに
配されており、第２の筐体２の対向面２ｃから第２の筐体２の内部空間に貫通する孔２ｄ
を介して外方に露出している。
【００１９】
　この第２の筐体２は、第１の筐体１との対向面２ｃ側を構成するフロントケース１７、
及び第２の筐体２の外面（対向面２ｃと反対側の面）側を構成するリアケース１９を備え
ている。これらフロントケース１７及びリアケース１９は、互いに第２の筐体２の厚さ方
向に結合可能となっている。
【００２０】
　この第２の筐体２の内部には、図２に示すように、リアケース１９の内面側から、バッ
テリー２２、電子部品を実装した回路基板２４、一部が樹脂パーツによって形成された導
電性を有するシールドケース２５、前述したキー操作部１５を構成するキースイッチ２７
を備えたキー基板２８及び複数のキー部材１０～１４を備えたキーシート部材２９が重ね
て配され、キーシート部材２９の複数のキー部材群がフロントケース１７に形成された開
口部２ｆより外方に露出するようになっている。
【００２１】
　また、第２の筐体２内部の先端部２ｂ側には、無線通信用の第１のアンテナ２１が収容
され、また、回路基板２４上には第１のアンテナ２１との間でダイバーシティを構成する
第２のアンテナ２３が実装されている。第１アンテナ２１は、その放射素子が、回路基板
２４、シールドケース２５及びキー基板２８に重ならないように配され、また、第２のア
ンテナ２３は、複数のキー部材１０～１４のうち１乃至複数のキー部材と対向する位置に
配されている（図４参照）。
【００２２】
　ここで、キーシート部材２９は、図３に示すように、樹脂やゴム等の弾力性を有する絶
縁材料からなるシート状体３１と、該シート状体３１の一方の面側に設けられる複数のキ
ー部材１０～１４と、各キー部材１０～１４とシート状体３１との間に配される、金属材
料からなるフレーム部材４１とを含んで構成されている。
【００２３】
　シート状体３１は、その一方の面側が一段さがった第１平面３２と、該第１平面３２よ
り複数のキー部材１０～１２が配される位置より突出する複数の突出部３３を有すると共
に、他方の面側が一段さがった第２平面３４と、該第２平面３４のうち複数の突出部３３
と対向する部位より突出し、キー部材１０～１２の押下によりキースイッチ２７を押す複
数の押子（不図示）を有している。
【００２４】
　フレーム部材４１は、例えば、ステンレスやチタン等の軽くて強度の高い金属材料によ
り形成することが好ましく、前記突出部３３が挿通される複数の開口４２を備えた板状体
をしたもので、このフレーム部材４１をシート状体３１の第１平面３２に載置したときに
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は、突出部３３がフレーム部材４１より若干突出するような厚みに形成されている。
【００２５】
　キー部材１０～１４は、樹脂やプラスチック等の絶縁材料からなり、フレーム部材４１
をシート状体３１に載置したあと、突出部３３の頂面に熱圧着等により貼設することでキ
ーシート部材２９を構成するようになっており、これによりキー部材１０ａ～１０ｅ，１
１ａ～１１ｅ，１２ａ～１２ｅ同士が隣接して配置されるフレームレスキー構造を有して
いる。このため、第２の筐体２を形成するフロントケース１７には、各キー部材１０ａ～
１０ｅ，１１ａ～１１ｅ，１２ａ～１２ｅをそれぞれ仕切る枠を備えておらず、複数のキ
ー部材群を囲む開口部２ｆを有している。
【００２６】
　このとき、フレーム部材４１は、シート状体３１と、開口４２よりも大きな面積を有す
る各キー部材１０ａ～１０ｅ，１１ａ～１１ｅ，１２ａ～１２ｅとの間に配置されること
になるため、キー部材１０ａ～１０ｅ，１１ａ～１１ｅ，１２ａ～１２ｅのいずれかが押
下されたとしても金属材料からなるフレーム部材４１が外れるようなことはなく、押圧に
対する適度な反力を発生させることができる。
【００２７】
　そして、このフレーム部材４１を備えるキーシート部材２９は、図２に示すように、第
２筐体２内部のシールドケース２５上にキー基板２８を介して配置される。これによりキ
ーシート部材２９に配置されたキー部材１０ａ～１０ｅ，１１ａ～１１ｅ，１２ａ～１２
ｅが第２筐体２の開口部２ｆにおいて露出されるように第２筐体２の内部にキーシート部
材２９が支持される。
【００２８】
　このように、フレーム部材４１をキー部材１０ａ～１０ｅ，１１ａ～１１ｅ，１２ａ～
１２ｅとシート状体３１との間に配置すれば、従来の携帯電話機（携帯無線機）において
ベース部の強度を向上させるために用いられていた樹脂フレーム部材と比較して、薄くて
も高い強度を発揮することができる。したがって、本実施形態の携帯電話機Ｋによれば、
キーシート部材２９の強度を低下させることなくその厚みを薄くすることができ、携帯電
話機Ｋの薄型化を図ることが可能となる。また、金属材料からなるフレーム部材４１は樹
脂製のフレーム部材と比較して熱等による変形が生じ難いために反り等を生じることもな
い。
【００２９】
　第２のアンテナ２３は、図４に示すように、複数のキー部材１０～１２のうち１又は複
数のキー部材と対向する位置に配され、フレーム部材４１と第２のアンテナ２３とが第２
の筐体２の厚み方向において重なるように配置されることになるが、本発明では、フレー
ム部材４１のうち第２のアンテナ２３と対向する部位には切り欠き部４３を設けてあり、
フレーム部材４１が第２のアンテナ２３と第２の筐体２の厚み方向において重ならないよ
うに構成してある。その為、第２のアンテナ３の近くに導体が配置されることによるアン
テナ特性の劣化を低減するようになっている。
【００３０】
　一方、シート状体３１の第１平面３２のうち、フレーム部材４１を載置した際に切り欠
き部４３に対応する部位は、他部部位よりも厚肉となるように第２平面３４より突出する
凸部３６を形成してある。このように、フレーム部材４１の切り欠き部４３に対応するシ
ート状体３１を厚肉に形成することで、その部位での変形量を小さくすることができる。
このため、フレーム部材４１が設けられていないキー部材１０ｄ，１０ｅを押下した際の
クリック感が、フレーム部材４１が設けられている他のキー部材１０ａ～１０ｃ，１１ａ
～１１ｅ，１２ａ～１２ｅを押下した際のクリック感と大きく異なることを防ぎ、どのキ
ー部材１０ａ～１０ｃ，１１ａ～１１ｅ，１２ａ～１２ｅを押しても同等のクリック感を
得ることができる。
【００３１】
　また、図３に示すように、フレーム部材４１の一端側には２つの延出部４６ａ，４６ｂ
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６ａ～４６ｃには穴４７ａ～４７ｃが形成されている。また、延出部４６ｃには、さらに
外方へ延びるバネ性を持ったバネ端子４７を有している。
【００３２】
　一方、シート状体３１は、延出部４７ｃを支持するように延出部下面まで形成されてお
り、バネ端子４７と対向する部位だけ切り欠いた構成となっている。また、フレーム部材
４１をシート状体３１上に載置したとき、フレーム部材４１の各延出部４６ａ～４６ｃに
形成された穴４７ａ～４７ｃと対向する位置には突起３７ａ～３７ｃを有し、この突起３
７ａ～３７ｃが前記穴４７ａ～４７ｃ内に挿入されることによりフレーム部材４１がシー
ト状体３１上の所定位置に位置決めされるようになっている。
【００３３】
　このように、バネ端子４７が形成される延出部４７ｃ下面までシート状体３１を形成す
ることにより、組み立て作業中に作業者が誤って金属材料からなるフレーム部材４１をぶ
つけてしまい延出部４６Ｃやバネ端子４７を破損させてしまうといった恐れを防止するこ
とができる。また、バネ端子４７と対向する部位には切り欠きを設けてあり、バネ端子４
７の破損も防止できる。その為、キーシート部材２９をキー基板２８を介してシールドケ
ース２５上に載せれば、バネ端子４７をシールドケース２５に付勢させることができるた
め、確実に導通を図ることができる。
【００３４】
　その為、外方から開口部２ｆに侵入する静電気等をフレーム部材４１を介して逃がすこ
とができるため、第２の筐体２内に備える電子部品等に対する静電対策を施すことができ
る。
【００３５】
　以上、本発明の実施形態について図面を参照して詳説したが、具体的な構成は、上記実
施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において設計変更等が
可能である。
【００３６】
　例えば、上記実施形態においては、本発明の携帯無線機の一例として、携帯電話機を挙
げて説明した。しかしながら、本発明は、携帯電話機に限定されるものではなく、押すた
めのキーを複数備える携帯無線機であって薄型化が要求されるものに対して適用すること
が可能である。
【００３７】
　また、上記実施形態の携帯電話機は折り畳み型のものであったが、本発明はヒンジ部３
を備えないストレート型の携帯電話機にも適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明の携帯電話機を示す正面図である。
【図２】本発明の携帯電話機を構成する第２の筐体を示す断面図である。
【図３】本発明の携帯電話機に備えるキーシート部材を示す分解斜視図である。
【図４】本発明の携帯電話機に備えるキーシート部材と第２のアンテナとの関係を示す平
面図である。
【図５】シート状体に備える凸部を示すキーシート部材とその要部を示す図である。
【符号の説明】
【００３９】
１：第１筐体、２：第２筐体、２ｆ：開口部、３：ヒンジ部、１０～１２：キー部材、２
３：第２のアンテナ、２７：キースイッチ、３１：シート状体、３６：凸部、４１：フレ
ーム部材、４３：切り欠き部
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